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(単位：千円)

資産の部

Ⅰ　固定資産

1　有形固定資産

土地

建物

減価償却累計額

減損損失累計額

構築物

減価償却累計額

減損損失累計額

工具器具備品

減価償却累計額

図書

美術品・収蔵品

船舶

減価償却累計額

車両運搬具

減価償却累計額

建設仮勘定

有形固定資産合計

2　無形固定資産

特許権

ソフトウェア

電話加入権

特許権等仮勘定

その他

無形固定資産合計

3　投資その他の資産

破産更生債権等

貸倒引当金

投資有価証券

関係会社株式

長期貸付金

長期前払費用

その他

投資その他の資産合計

固定資産合計

Ⅱ　流動資産

現金及び預金

未収学生納付金収入

未収附属病院収入

徴収不能引当金

未収入金

医薬品及び診療材料

前渡金

前払費用

未収収益

その他

流動資産合計

資産合計

10,505

267,413

990

3,100

172,922,507

21,389,852

31,788,975

9,021,435

△ 229,385 8,792,050

582,569

741,349

1,144

200

△ 200 -

2,896,068

141,133,531

5,000

13,959

24,664

2,940,692

1,000

18,910

296,287

59,151

1,349

△ 4,690 0

26,928

△ 20,129 6,799

158,632

942,666

137,896,551

58,244

△ 56,739,126

貸　借　対　照　表

（令和6年9月30日）

86,804,202

93,059,104

4,690

△ 621,672 35,698,305

743,375

△ 572,077

△ 20,708 150,590

41,285,163

△ 27,573,501 13,711,662

562,924

19,400
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負債の部

Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等（注）

長期寄附金債務（注）

大学改革支援・学位授与機構債務負担金

長期借入金

引当金

退職給付引当金

資産除去債務

長期未払金

固定負債合計

Ⅱ　流動負債

預り施設費（注）

預り補助金等（注）

寄附金債務（注）

前受受託研究費（注）

前受共同研究費（注）

前受受託事業費等（注）

前受金

科学研究費助成事業等預り金

預り金

一年以内返済予定長期借入金

未払金

未払費用

未払消費税等

引当金

賞与引当金

資産除去債務

流動負債合計

負債合計

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金

資本金合計

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金

減価償却相当累計額(△)（注）

減損損失相当累計額(△)（注）

利息費用相当累計額(△)（注）

除売却差額相当累計額（△）（注）

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注）

積立金

当期未処分利益

（うち当期総利益）

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

75,590,586

75,590,586

41,035,462

△ 32,976,201

△ 471,767

45,926,870

△ 98,842

126,792,757

172,922,507

5,275,300

37,592,560

4,255,182

4,079,127

(4,079,127)

△ 2,213,352

24,243,116

46,129,750

504,061

一年以内返済予定大学改革・
学位授与機構債務負担金

498,254

829,017

5,639,197

407,310

110,208

505,492 505,492

862,244

1,914,243

8,000

2,222,253

21,886,633

436,508

476,699

6,028,018

4,398,570

1,186,432

64,237

382,618

1,729,284 1,729,284

1,231,907

132,280

944,562

15,618,347
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(単位：千円)

経常費用

業務費

教育経費

研究経費

診療経費

材料費

委託費

設備関係費

研修費

経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費等

役員人件費

教員人件費

常勤教員給与

非常勤教員給与

職員人件費

常勤職員給与

非常勤職員給与

一般管理費

財務費用

支払利息

その他

雑損

経常費用合計

経常収益

運営費交付金収益（注）

授業料収益（注）

入学金収益（注）

検定料収益

附属病院収益

受託研究収益（注）

共同研究収益（注）

受託事業等収益（注）

寄附金収益（注）

補助金等収益（注）

施設費収益（注）

財務収益

受取利息

その他財務収益

雑益

財産貸付料収入

特許権等収入

補助金等間接費収入（注）

研究関連収入（注）

その他

経常収益合計

経常損失

8,049,942

1,643,763 9,693,705

1,606,981

損　益　計　算　書
（令和6年4月1日～令和6年9月30日）

670,607

1,543,714

10,433,450

2,627,936

3,334,192

876

1,227,020 17,623,476

417,985

371,345

51,162

132,602

4,519,538

86,203 4,605,741

36,717,324

701,981

50,319

272

221

23,773,152

1,611,368

411,156

67,012

67,284

37,486,812

6,362,471

819,483

41,538

18,530

673,466

601,153

7,597

1,823

1,091 2,915

460,778

61,964

5,494

311,409 1,085,553

245,905

35,458,705

△ 2,028,106
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臨時損失

固定資産除却損

その他の臨時損失

臨時利益

運営費交付金収益

その他の臨時利益

当期純利益

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注）

目的積立金取崩額（注）

当期総利益

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。

資本剰余金を減額したコスト等

当期総利益

減価償却相当額

除売却差額相当額

賞与引当増加相当額

退職給付引当増加相当額

小計

施設費収益相当額

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額

科学研究費助成事業等

当期受入額

当期支出額

87,829 92,281

4,451

4,915,674

4,079,127

5,114,758

2,994,371

316,592

768,162

199,084

3,061,410

4,079,127

△ 639,615

0

1,356,836

384,998

△ 124,896

△ 281,192

△ 1,045,705

27,988

-4-



（単位：千円）

うち当期
総利益
（又は当
期総損

失）

75,590,586 75,590,586 40,677,504 △ 32,393,299 △ 471,767 △ 98,842 △ 2,156,637 5,556,957 42,265,153 768,162 4,255,182 △ 4,026,029 - 43,262,469 124,410,013

Ⅰ　資本金の当期変動額
Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 27,988 27,988 27,988
固定資産の除売却 56,714 △ 56,714 0 0
減価償却 △ 639,615 △ 639,615 △ 639,615

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額
（１）　利益の処分
　　　　損失処理による取り崩し △ 4,026,029 - - 4,026,029 - -
（２）　その他
　　　　当期純利益 2,994,371 2,994,371 2,994,371 2,994,371
　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 329,970 329,970 △ 646,563 316,592 316,592 △ 329,970 -
　　　　目的積立金取崩額 △ 768,162 768,162 768,162 - -

当期変動額合計 - - 357,958 △ 582,901 - - △ 56,714 △ 281,656 △ 4,672,592 △ 768,162 - 8,105,156 4,079,127 2,664,401 2,382,744
当期末残高 75,590,586 75,590,586 41,035,462 △ 32,976,201 △ 471,767 △ 98,842 △ 2,213,352 5,275,300 37,592,560 - 4,255,182 4,079,127 4,079,127 45,926,870 126,792,757

当期変動額

減価償却
相当累計

額(△)

減損損失
相当累計

額(△)

利息費用
相当累計

額(△)

除売却差
額相当累
計額(△)

当期首残高

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和６年４月１日～令和６年９月30日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産
合計政府

出資金
資本金
合計

資本
剰余金

教育研究
等改善充
実積立金

積立金

当期未処
分利益
（又は当
期未処理

損失）

利益剰余
金合計

資本
剰余金
合計

前中期目
標期間繰
越積立金
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(単位：千円)

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出

人件費支出

その他の業務支出

運営費交付金収入

授業料収入

入学金収入

検定料収入

附属病院収入

受託研究収入

共同研究収入

受託事業等収入

補助金等収入

補助金等の精算による返還金の支出

寄附金収入

その他の業務収入

預り金増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の償還による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

定期預金の預入による支出

施設費による収入

小計

利息の受取額

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出

長期借入れによる収入

リース債務の返済による支出

その他の財務支出

小計

利息の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 資金減少額

Ⅴ 資金期首残高

Ⅵ 資金期末残高

10,976,313

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和6年4月1日～令和6年9月30日）

△ 20,021,689

△ 15,065,515

△ 587,410

793,410

742,913

50,882

18,530

23,276,797

3,684,676

521,609

91,537

897,822

△ 203,394

1,024,918

914,219

7,115,622

△ 199,440

200,000

△ 3,505,683

△ 48,013

△ 5,000,000

361,306

△ 968,534

△ 8,191,831

15,057

△ 8,176,773

△ 405,157

△ 261,127

654,376

△ 282,217

△ 607,326

△ 901,452

△ 67,082

△ 2,029,685

18,419,537

16,389,852

-6-



(単位：円)

Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益

Ⅱ 積立金振替額

前中期目標期間繰越積立金

教育研究等改善充実積立金

Ⅲ 利益処分額

　　積立金

37,592,560,986

-

41,671,688,485

4,079,127,499

4,079,127,499

37,592,560,986

利益の処分に関する書類
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（重要な会計方針）

国立大学法人会計基準等

 １．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

次のものを除き、期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産

　定額法を採用しております。

建物 ３～５０年

構築物 ３～６０年

工具器具備品 ３～１５年

（2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、法人内利用のソフトウェアについては法人内における利用可能期間(５年)に基づいております。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

注　　　　　記

　当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注
解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議　令和６年２月２１日改訂））及び「「国立大学法人会計基準」及び
「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省　日本公認会計士協会　令和６年６月１３日最終改
訂）のうち、新株予約権に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を作成しております。

退職一時金等に充当される運営費交付金 費用進行基準

特定のプロジェクトに充当される運営費交付金 業務達成基準

文部科学省が指定する機能強化経費、特殊要因経費
に充当される運営費交付金及び補正予算により措置
された運営費交付金

文部科学省が指定する業務達成基準又は費用進行
基準

　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下のとお
りです。

　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等（国
立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から
控除して表示しております。

　賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払に備えるため、当
該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

　なお、令和４事業年度までに受託研究収入等によって購入した固定資産は、研究期間で減価償却しておりま
す。一方、令和５事業年度以降に受託研究収入等によって購入した固定資産は、当該資産が当該研究の終了
後に他の目的に使用することが困難な場合には当該研究期間で減価償却し、当該資産を当該研究の終了後
も使用する予定である場合は税法上の法定耐用年数で減価償却しております。
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４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

６．有価証券の評価基準及び評価方法

（1）満期保有目的債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

（2）関係会社株式

移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しております。

（3）その他有価証券

時価のないものは移動平均法による原価法を採用しております。

７．収益および費用の計上基準

附属病院の診療に係る収益

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（1）評価基準

　低価法を採用しております。

（2）評価方法

　医薬品及び診療材料については、当面の間、評価方法は最終仕入原価法により行っております。

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

１０．リース取引の会計処理

（借手）

　運営費交付金により財源措置がなされない職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権
等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定
額基準によっております。過去勤務費用及び数理計算上の差異は、それぞれ発生した事業年度に全額費用処理し
ております。

　附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診療費）で
あり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、診
療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識しております。

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

  リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。
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（貸手）

１１．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

１２．財務諸表等の表示単位

（貸借対照表関係）

１．当該事業年度における債務保証の総額 千円

２． 担保提供資産残高と対応する債務残高
担保提供資産残高 土地 千円

建物 千円

対応する債務残高 長期借入金 千円

３．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 千円

４．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 千円

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 千円

利益剰余金に与える影響額（差引き） 千円

②

千円

③

千円

④

千円
千円

60,816,091
9,710,459

16,447,364

8,687,719

1,285,888

　財務諸表等は、千円未満切捨てにより作成しております。ただし、「利益の処分に関する書類」については円単位で
表示しております。

1,442,817

　リース期間の中途において契約を解約することができないオペレーティング・リース取引の貸借対照表日後1年以内
及び1年を超えるリース期間に係る未経過リース料については、当該前年又は当該年の1月1日時点の本件土地の固
定資産税相当額としている期間があることから未確定となります。

　これは国立大学法人法第３３条の３の規定に基づき文部科学大臣の認可を受けて実施する越中島地区の土地の賃
貸取引に係る地代であります。

　また、定期借地権の設定に対する対価である27,980,000千円は賃貸期間にわたって収益化します。

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資でな
く譲与としたもの

741,903

　国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの出資
でなく譲与としたもの

363,089
36,532,062

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当
該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

58,064,910

23,923,027

34,141,882

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重になって
いることによるもの

　法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のう
ち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計
額 1,285,186
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（損益計算書関係）

１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①

千円

千円

千円

②

千円

千円

２．国及び地方公共団体等からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額 千円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 千円

定期預金 千円

資金期末残高 千円

２．重要な非資金取引

（1）ファイナンス・リースによる資産の取得 千円

（2）割賦による物品の取得 千円

（3）寄贈による固定資産の取得 千円

（4）寄贈による少額備品等の取得 千円

　国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、
当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重になっ
ていることによるもの

　法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のう
ち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化額

-

△243,842

21,389,852

附属病院に関する借入金の元金償還額 666,284

当該借入金により取得した資産の減価償却費 910,126

当期総利益に与える影響額（差引き） △243,842

1,114

△ 5,000,000

16,389,852

584,654

1,836,406

43,812

36,724
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（国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト）

１．業務費用

（1）損益計算上の費用

（2）（控除）自己収入等

業務費用合計 千円

２．資本剰余金を減額したコスト等 千円

３．機会費用

政府出資の機会費用

千円

４．（控除）国庫納付額 千円

５．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 千円

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上方法

（1）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　近隣の地代や家賃等を参考に計算しております。

（2）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　１０年利付国債の令和６年９月末利回りを参考に0.855%で計算しております。

37,579,093

△ 28,434,301

9,144,792

1,045,705

国又は地方公共団体の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用

8

696,824

無利子又は通常よりも有利な条件による融
資取引の機会費用 - 696,832

-

10,887,329
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